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ごあいさつ

株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申しあげます。
当社第１０２期（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）
の事業報告書をお届けするにあたりまして、一言ごあいさつ申
しあげます。
当期におけるわが国の経済は、企業の設備投資や好調な輸出に
支えられ着実な回復を続けてまいりました。また、厳しい雇用
情勢と所得不安から低調であった個人消費にも、最近では持ち
直しの動きがみられるようになりました。
このような経済環境の中で、当社は顧客満足の向上を重要な経
営目標に掲げて活動を行い、生産部門、商事部門共に積極的な
受注及び販売活動を推進して収益の向上に努めてまいりました。
一方ではコアビジネスに資源を集中して効率的な経営を推進す
るために事業の見直しを行い、平成１６年３月１５日をもって東海
旅客鉄道㈱関連事業及びフォークリフトの販売、修理事業を廃
止いたしました。
この結果、生産部門の包装機械では前期の落ち込みを回復し、
商事部門でも好調なＩＴ及びデジタル家電関連製造業者の需要
に的確に応え電機機器、制御機器の売上を伸ばすことができた
ため、売上高は８９億４千５百万円（前期比１１．２％増）となりま
した。経常利益は売上高の増加に加え、全社的な経費削減効果
もあって３億７千４百万円（前期比８４．８％増）となりました。
当期純利益も１億９千５百万円（前期は厚生年金基金脱退に伴
う一括拠出金４億８千万円等を特別損失に計上したため２億２
千５百万円の当期損失）で増収増益となりました。当期の利益
配当金につきましては、１株につき９円として、先に実施いた
しました中間配当と合計した年間の支払配当金は、１株につき
１７円とさせていただきました。
今年度は生産部門の包装機械では、設計技術の充実や製品納期
の短縮に努め受注量の拡大を最優先に取り組んでまいります。
冷間鍛造製品では、鋼材等の値上げに対して生産コストの圧縮
とともに製品価格の見直しを行います。また、環境マネジメン
トシステムの導入も検討してまいります。
商事部門では、県内拠点の充実と地域に密着した営業を推し進
めることにより顧客満足の向上を図り収益確保をめざしてまい
ります。
株主の皆様には今後とも一層のご理解とご支援を賜りますよう
お願い申しあげます。
平成１６年６月

― ―１

取締役会長 鈴木　辰衛
取締役社長 鈴木　惠子



営業の概況

包装機械

大量生産から多品種少量生産へという顧客ニーズの変化に伴

い大型包装機械設備需要が減少する中で顧客の要求を正確に

把握して受注獲得につなげるため、設計者による顧客訪問を

始めとし、従来の組織の枠を越えた情報収集活動を展開した

結果、売上高は３３億３千４百万円（前期比２４．０％増）となり

ました。

また、ＩＳＯ９００１につきましても、顧客満足の向上に力点を

置いた２０００年版への移行を完了いたしました。この結果、冷

間鍛造工場を含めた全工場でＩＳＯ９００１：２０００年版の認証を

取得いたしました。

― ―２

生 産 部 門

充填巻締機（BTW-601CS型）
高粘度の液体や発泡性のある液体にも対応できる幅広い兼用性を実現させた
機械です。タッチパネルによる対話方式で簡単に操作を行うことができます。
能力：４５～５０本／分



冷間鍛造製品

主力製品である電動工具用部品や自動車用部品納入先の輸出

が好調であったことに加え、国内景気の回復にも後押しされ

産業機械用部品も増産となったため、売上高は１２億５千９百

万円（前期比３．９％増）となりました。

― ―３

多品種兼汎用充填ライン
多品種少量生産向けラインとして、ユーザーの様々なニーズに対応するた
めに型換部品を極力少なくし、サーボモーターによる自動調整機能を付し
た機械です。
能力：６０～１００本／分

新規受注の駆動系部品及びギヤ－部品

環境機器

あき缶回収機「ＣＡＮＢＯＹ　Ⅵ」及び「紙カップ回収機」を

中心に販売に努めましたが、売上高は８千９百万円（前期比

２．６％減）にとどまりました。

この結果、生産部門全体では、売上高は４６億８千３百万円

（前期比１７．３％増）となりました。



電機・冷熱機器

電機機器及び制御機器では中国を中心としたアジアの景気

拡大による経常取引先の活発な需要に的確に応え、ビル設

備機器においても非常用発電機及び無停電電源装置等の売

上が好調であったことから、売上高は３０億６千３百万円

（前期比１６．３％増）となりました。

商 事 部 門

― ―４

取扱商品の三菱電機・モーションコントローラー

当社が空調設備工事を担当したマナーハウスエリザベート
（結婚式場　所在地：静岡市清水辻）



― ―５

産業用車両

タイヤ販売は主要顧客への売上が計画どおりに推移し、ほぼ

前期並みの売上高となりましたが、東海旅客鉄道㈱関連事業

及びフォークリフトの販売、修理事業につきましては下期に

事業の廃止を行いましたので、売上高は１１億３千９百万円

（前期比８．５％減）にとどまりました。

管理部門

所有不動産の賃貸契約に大きな変更はありませんでしたので、

売上高は４千６百万円（前期比２．６％増）となりました。

この結果、商事部門全体の売上高は、環境機器（他社製品）

を含めて４２億１千５百万円（前期比５．２％増）となりました。

取扱商品のダンロップ・デジタイヤ・エコ



業績の推移

― ―６

売上高 

利　益 

包 装 機 械  
冷間鍛造製品 
環 境 機 器  

電機・冷熱機器 
環境設備資材 
産業用車両  そ　 の　 他 

（百万円） 
０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 

８,０００ 

９,０００ 

１０,０００ 

１１,０００ 

１２,０００ 

１３,０００ 
１２,４２８ 

１０,９６７ 

平成１１年度 平成１２年度 

１１,０３２ 

平成１３年度 

８,０４７ 

平成１４年度 

８,９４５ 

平成１５年度 

経 常 利 益  

当期純利益 当期純損失 

（百万円） 

０ 

１００ 

－２００ 

－３００ 

２００ 

３００ 

４００ 

５００ 

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１５年度 平成１４年度 

（注） １． 平成１４年度は売上高が減少しておりますが、主として平成１３年度末をもって水道事業 
（「環境設備資材」及び「工事・その他」）を廃止したことによるものです。 

（注） 平成１４年度は厚生年金基金脱退に伴う一括拠出金４８０,５２６千円を特別損失に計上しております。 

２． 事業区分の変更 
従来「工事・その他」に含めて表示しておりましたビル設備関連工事の売上高を平成１４ 
年度から「電機・冷熱機器」に含めて表示しております。 
これに伴い、同年度から事業区分「工事・その他」を「その他」に変更しております。 

２８９ 

４３１ 
４５４ 

１５７ 

３７５ 

１０９ 

３７４ 

１９５ ２０２ 

２２５ 



― ―７

総資産及び株主資本 

1株当たり 

総 資 産 

株主資本 （　　）内は株主資本比率 

（百万円） 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 

８,０００ 

９,０００ 

１０,０００ 

１１,０００ 

１２,０００ 

１３,０００ 

株 主 資 本  

当期純利益 当期純損失 

（円） 

０ 

１００ 

－１００ 

２００ 

３００ 

４００ 

５００ 

６００ 

７００ 

８００ 

９００ 

１,０００ 

１,１００ 

１,２００ 

１,３００ 

１,４００ 

１,５００ 

１,６００ 

１,８００ 

１,７００ 

８,９１２ ８,９５７ 
（７０.０％） （７３.３％） 

１２,２１８ 

９,１８１ 
（７６.５％） 

１１,９９７ 

８,８８５ 
（７８.３％） 

１１,３４２ 

１２,７３２ 

８２.１０ 
３０.０６ 

１,６９７.６６ １,７０６.２１ 

２０.９１ 

４６.８４ 

１,６８８.７２ 
１,７４８.９０ 

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 

９,１４３ 
（７８.５％） 

平成１５年度 

１１,６４２ 

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 

３２.９４ 

１,７３７.２５ 

平成１５年度 平成１４年度 

（注） 平成１４年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」及び「１株当たり当期純利益に 
関する会計基準の適用指針」を適用しております。 



貸借対照表（平成１６年３月３１日現在）

― ―８

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

〈流　動　資　産〉 

現 金 及 び 預 金 

受　取　手　形 

売　　 掛 　　金 

商　　　　　　品 

製　　　　　　品 

原　　 材 　　料 

仕　　 掛 　　品 

貯　　 蔵 　　品 

前　払　費　用 

繰 延 税 金 資 産 

短 期 貸 付 金 

未　収　入　金 

その他の流動資産 

貸 倒 引 当 金 

〈固　定　資　産〉 

（有形固定資産） 

建　　　　　　物 

構　　 築 　　物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工具、器具及び備品 

土　　　　　　地 

建 設 仮 勘 定 

（無形固定資産） 

借　　 地 　　権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

その他の無形固定資産 

（投資その他の資産） 

投 資 有 価 証 券 

子 会 社 株 式 

出　　 資 　　金 

更 生 債 権 等 

長 期 前 払 費 用 

保　　 証 　　金 

その他の投資等 

貸 倒 引 当 金 

資　産　合　計 

 

２,２０７,０８４ 

７８６,５００ 

１,７７７,５４８ 

１１３,７６１ 

１６,６９１ 

１０,８４１ 

５１１,１４９ 

８３０ 

１４,６７４ 

９０,１０８ 

２４０,０００ 

６２,７２８ 

２,７８４ 

７,７４６ 

 

 

１,１０５,５０８ 

５１,７８２ 

３１９,８３０ 

１４,３７７ 

４５,３６７ 

１,６７３,４４７ 

５,２５０ 

 

２,７０９ 

１５,０４１ 

１,８３９ 

 

１,２８４,９７９ 

１,１３５,８５９ 

８,７０１ 

２０,１３５ 

１,３０４ 

１２８,５０８ 

２１,４７０ 

２０,４０５ 

△ 

△ 

５,８２６,９５７ 〉 〈 

５,８１５,７０８ 〉 〈 

３,２１５,５６３ ） （ 

１９,５９０ ） （ 

２,５８０,５５３ ） （ 

１１,６４２,６６５ 

資 　 産 　 の 　 部  

負債及び資本合計 

 

２６２,８３７ 

５４１,１６３ 

１１１,４５８ 

６７,３０５ 

２０,８６２ 

８７,３８６ 

８５,０８７ 

１０,５２０ 

２１０,９７９ 

 

 

１７,６３１ 

８１３,７７３ 

２５６,５６６ 

１４,０００ 

 

 

 

 

１,２４２,８１４ 

 

２１１,７１５ 

５,００４ 

３７０,４０５ 

５,３１６,０００ 

２４４,０２０ 

１,３９７,６００ 〉 〈 

１,１０１,９７１ 〉 〈 

２,４９９,５７２ 》 《 

１,３３７,０００ 〉 〈 

１,２４２,８１４ 〉 〈 

６,１４７,１４４ 〉 〈 

４１６,１３４ 〉 〈 

９,１４３,０９３ 》 《 

１１,６４２,６６５ 

負債及び資本の部  

（単位：千円） 

〈流 動 負 債〉 

支　払　手　形 

買　　 掛 　　金 

未　　 払 　　金 

未　払　費　用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

前　　 受 　　金 

預　　 り 　　金 

賞 与 引 当 金 

 

〈固 定 負 債〉 

繰 延 税 金 負 債 

退職給付引当金 

役員退職慰労金引当金 

預 り 保 証 金 

《負 債 合 計》 

 

〈資　　本　　金〉 

〈資 本 剰 余 金〉 

資 本 準 備 金 

〈利 益 剰 余 金〉 

利 益 準 備 金 

特別償却準備金 

買換資産圧縮記帳積立金 

別 途 積 立 金 

当期未処分利益 

〈株式等評価差額金〉 

《資 本 合 計》 



損益計算書

― ―９

（単位：千円） 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

注 記 事 項  
１． 
２． 

４． 

有形固定資産の減価償却累計額 ３,４５０,５２４千円 

３． １株当たり当期純利益 ３２円９４銭 

商法施行規則第１２４条第３号の規定により配当が制限される純資産額 

当期から「商法施行規則の一部を改正する省令」による改正後の商法施 
行規則の規定に基づいて計算書類等を作成しております。 

４１６,１３４千円 

 
７,３１７,４２８ 

 
１,３７６,５８９ 

 
 

６,１６１ 
９８,５９５ 
２８,２７８ 

 
２１７ 
９,６５３ 

 
 

１,１２３ 
３５,６６０ 
１０,４７５ 

 
２４,４４１ 
３５,０４７ 
１０,８９９ 
８,９０７ 
７,１９８ 
９,５００ 

８,９４５,７８９ 

３２６,２００ 
３５,２０８ 
９５,５４４ 
１９５,４４８ 
９０,５７１ 
４２,０００ 
２４４,０２０ 

３７４,９３６ 
４７,２５９ 

９５,９９４ 

９,８７１ 

１３３,０３５ 
２５１,７７１ 

１,６２８,３６１ 

売　　　　　上　　　　　高 
 

売　　上　　総　　利　　益 
 

営　　　業　　　利　　　益 

売 　 　 上 　 　 原 　 　 価 
 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

営　　業　　外　　収　　益 
　　　　　 

 
 

営　　業　　外　　費　　用 

受　　　取　　　利　　　息 
受 　 取 　 配 　 当 　 金 
そ の 他 の 営 業 外 収 益 

 
支　　払　　利　　息 
そ の 他 の 営 業 外 費 用 

経　　　常　　　利　　　益 

特　　　別　　　利　　　益 
 
 
 

特　　　別　　　損　　　失 

固 定 資 産 売 却 益  
投 資 有 価 証 券 売 却 益 
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 

 
固 定 資 産 売 却 損 
固 定 資 産 除 却 損 
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 
た な 卸 資 産 除 却 損 
子 会 社 整 理 損 
フォークリフト事業整理損 

税 引 前 当 期 純 利 益 
法人税、住民税及び事業税 
法　人　税　等　調　整　額 
当　　期　　純　　利　　益 
前　期　繰　越　利　益 
中　　間　　配　　当　　額 
当　期　未　処　分　利　益 

営
業
損
益
の
部 

経

常

損

益

の

部

 

特

別

損

益

の

部

 

営
業
外
損
益
の
部 

（ ）平成１５年４月１日から
平成１６年３月３１日まで



利益処分

― ―１０

当　　期　　未　　処　　分　　利　　益  

 

任　意　積　立　金　取　崩　額  

　　特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額  

　　買換資産圧縮記帳積立金取崩額 

　　　　　　合　　　　　　　計 

 

利　　　益　　　処　　　分　　　額  

　　利　　　益　　　配　　　当　　　金 

　　　　（１株につき　９円） 

　　取　　締　　役　　賞　　与　　金 

次　　期　　繰　　越　　利　　益 

２４４,０２０,２１２ 

 

２２,９１７,０００ 

 

 

２６６,９３７,２１２ 

 

６９,７５０,０００ 

 

 

 

１９７,１８７,２１２ 

１,０８１,７４９ 

２１,８３５,２５１ 

 

 

 

４７,２５０,０００ 

 

２２,５００,０００ 

（単位：円） 

（注）平成１５年１１月２８日に４２,０００,０００円（１株につき８円）の中間配当 
　　　を実施いたしました。 



― ―１１

〈ご 参 考〉

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

〈流　動　資　産〉 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

た な 卸 資 産  

繰 延 税 金 資 産 

そ　　 の 　　他 

貸 倒 引 当 金 

〈固　定　資　産〉 

（有形固定資産） 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

土　　　　　　地 

建 設 仮 勘 定 

そ　　 の 　　他 

（無形固定資産） 

（投資その他の資産） 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

そ　　 の 　　他 

貸 倒 引 当 金 

資　産　合　計 

 

３,４１２,９９９ 

３,５４３,８６２ 

２,０１４,８２５ 

２３４,４５０ 

２６９,２４４ 

８,１４２ 

 

 

２,７６３,３５１ 

５４２,７４４ 

４,１０６,６１８ 

５,２５０ 

９２,６４６ 

 

 

１,５２４,３５８ 

２４０,９４１ 

２８４,４８０ 

２０,７６９ 

△ 

△ 

９,４６７,２３９ 〉 〈 

９,５８３,４４８ 〉 〈 

７,５１０,６１１ ） （ 

４３,８２６ ） （ 

２,０２９,０１１ ） （ 

１９,０５０,６８８ 

資 　 産 　 の 　 部  

負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 

 

２,５４３,６８４ 

２１６,８６６ 

２５８,１９２ 

４５４,９５９ 

７１３,２３０ 

 

６３３,０２３ 

１,１９２,１１６ 

３１７,９３９ 

２７,３６０ 

４,１８６,９３３ 〉 〈 

２,１７０,４３９ 〉 〈 

６,３５７,３７２ 》 《 

２,１８５,１１４ 》 《 

１,３３７,０００ 〉 〈 

１,２４２,８１４ 〉 〈 

７,４８７,３７８ 〉 〈 

４４１,００８ 〉 〈 

１０,５０８,２０１ 》 《 

１９,０５０,６８８ 

負債、少数株主持分及び資本の部 

（単位：千円） 

〈流 動 負 債〉 

支払手形及び買掛金 

短 期 借 入 金 

未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 

そ　　 の 　　他 

〈固 定 負 債〉 

長 期 借 入 金 

退職給付引当金 

役員退職慰労金引当金 

そ　　 の 　　他 

《負 債 合 計》 

 

《少数株主持分》 

 

〈資　　本　　金〉 

〈資 本 剰 余 金〉 

〈利 益 剰 余 金〉 

〈その他有価証券評価差額金〉 

《資 本 合 計》 

連結貸借対照表 （平成１６年３月３１日現在） 



― ―１２

（単位：千円） 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

２１,９３２,２７６ 

 

４,２９３,２８４ 

２７,０４９,２０７ 

５,１１６,９３０ 

８２３,６４５ 

８４,０３３ 

４２,８０１ 

８６４,８７７ 

５７,９５３ 

９７,５６９ 

８２５,２６１ 

２９７,３８０ 

１０８,２１６ 

１２９,３７０ 

２９０,２９３ 

売　　　　　上　　　　　高 

 

売　　上　　総　　利　　益 

 

営　　　業　　　利　　　益 

売 　 　 上 　 　 原 　 　 価 

 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

営　　業　　外　　収　　益 

営　　業　　外　　費　　用 

経　　　常　　　利　　　益 

特　　　別　　　利　　　益 

特　　　別　　　損　　　失 

税金等調整前当期純利益  

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

少 数 株 主 利 益  

当 　 期 　 純 　 利 　 益  

営

業

損

益

の

部

 

経

常

損

益

の

部

 

特
別
損
益 

の
　
　
部 

営

業

外 

損
益
の
部 

連結損益計算書 平成１５年４月１日から 平成１６年３月３１日まで （ ） 

会　　社　　名 資　本　金 当　社　の 議決権比率 主な事業内容 

日本機械商事株式会社 
（本社：東京都） 包装機械の販売 １５０,０００ 千円 １００.００ ％ 

静岡自動車株式会社 駐車場業・レンタカー業 １６,０００ １００.００ 

静岡スバル自動車株式会社 自動車の販売修理 ９６１,０００ ５０.３６ 

静岡ブイオート株式会社 輸入自動車の販売修理 ８０,０００ ５０.３６ 

（注） 静岡ブイオート株式会社は、静岡スバル自動車株式会社の１００％ 
子会社であります。 

連結子会社の状況 

〈ご 参 考〉



会社の概況（平成１６年３月３１日現在）

１．概要
（１）社　　　　　名　　靜 甲 株 式 会 社
（２）英　文　社　名　　SEIKO  CORPORATION
（３）設　　　　　立　　昭和１４年５月１８日
（４）資　　本　　金　 １３億３，７００万円
（５）発行済株式総数　 ５２５万株

２．事業内容
（１）液体自動充填機などの自動包装プラントの製造販売並び

に輸出入
（２）ロボット応用システムなど産業機械の製造販売並びに輸

出入
（３）冷間鍛造製品の製造販売並びに輸出入
（４）あき缶、紙カップ及びプラスチック容器等の自動選別回

収機の製造販売
（５）一般・産業廃棄物処理装置の製造販売
（６）ＦＡ機器、空調設備、モーター、非常用電源設備、エレ

ベーターなどの総合電機設備機器の販売並びに付帯工事
（７）スイーパー、ホイールローダー、クレーン等の省力機械

の販売並びに輸出入
（８）自動車及び産業用車両のタイヤの販売
（９）脱臭、消臭機器装置の製造販売
（注）フォークリフトの販売、修理事業並びに特殊作業車及

び産業用車両の修理に関する事業は、平成１６年３月１５日
をもって廃止いたしました。

３．株式の状況
（１）会社が発行する株式の総数 １９，２００，０００株
（２）発行済株式総数 ５，２５０，０００株

（１単元の株式数 １，０００株）
（３）当期末株主数 ３５７名
（４）大株主（上位７名）

― ―１３

鈴 与 株 式 会 社 

鈴　木　辰　衛 

有限会社テイエムケイ 

株式会社静岡銀行 

株式会社清水銀行 

清水食品株式会社 

靜甲従業員持株会 

１,２６４,０００ 

８００,０００ 

３４０,０００ 

２６０,０００ 

２５０,０００ 

２０５,０００ 

１６４,０００ 

株 ２４.０８ 

１５.２４ 

６.４８ 

４.９５ 

４.７６ 

３.９０ 

３.１２ 

％ ７５,８００ 

― 

― 

３７０,４４９ 

３３,４４０ 

― 

― 

株 ３.７９ 

― 

― 

０.０５ 

０.３５ 

― 

― 

％ 

株　　主　　名 当社への出資状況 
持　株　数 議決権比率 

当社の当該株主への出資状況 
持　株　数 議決権比率 



４．事業所一覧

５．従業員の状況

― ―１４

本　　　社 〒４２４－０８０９ 静岡県静岡市清水天神二丁目８番１号 
TEL （０５４３） ６６－１０３０ 

本 社 別 館  〒４２４－００４２ 静岡県静岡市清水高橋南町６番８号 
TEL （０５４３） ６６－１２３１ 

清 水 工 場  〒４２４－０８０９ 静岡県静岡市清水天神二丁目８番１号 
TEL （０５４３） ６６－０１１１ 

富士川工場 〒４２１－３３０１ 静岡県庵原郡富士川町北松野８３７番地の６ 
TEL （０５４５） ８５－１１２２ 

三 島 工 場 〒４１１－０８２２ 静岡県三島市松本２７０番地 
TEL （０５５） ９７７－１５１５ 

愛染事業所 〒４２４－０８０５ 静岡県静岡市清水愛染町２１番地の１ 
TEL （０５４３） ６７－７８７８ 

浜松営業所 〒４３５－００４４ 静岡県浜松市西塚町３０１番地の５ 
TEL （０５３） ４６５－２２６２ 

沼津営業所 〒４１０－００４８ 静岡県沼津市新宿町３番２号 
TEL （０５５） ９２５－２６２６ 

静岡営業所 〒４２０－０８３７ 静岡県静岡市日出町８番地の５ 
静岡自動車㈱（SMCパーキングビル）内 
TEL （０５４） ２５２－３２３７ 

（注） 従業員数には、契約社員３名を含み、出向者４４名は含んで 
おりません。 

従 業 員 数  

２９２名 

前期比増減 

３７名減 

平 均 年 齢  

３９歳４か月 

平均勤続年数 

１７年１か月 



株主総会

平成１５年６月２７日開催の第１０１回定時株主総会において、

次の事項が報告並びに原案どおり承認可決されました。

報告事項

第１０１期（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）営

業報告書、平成１５年３月３１日現在貸借対照表及び第１０１期

損益計算書の内容報告の件

決議事項

第１号議案　第１０１期利益処分案承認の件

第２号議案　自己株式取得の件

第３号議案　定款一部変更の件

第４号議案　取締役７名選任の件

第５号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

― ―１５

６．庶務事項



― ―１６

７．役　　員　（平成１６年６月２９日現在）



― ―１７

決　　算　　期 ３月３１日（年１回）

定時株主総会 ６月中

基　　準　　日 毎年３月３１日

配 当 金 受 領 毎年３月３１日及び中間配当を行う場合は９月３０日株 主 確 定 日

名義書換代理人 東京都港区芝三丁目３３番１号

中央三井信託銀行株式会社

同事務取扱所 （〒１６８－００６３）東京都杉並区和泉二丁目８番４号

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部

証券代行事務センター

電話（０３）３３２３－７１１１（代表）

同　取　次　所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店、全国各支店

公 告 掲 載 紙 日本経済新聞

貸借対照表及び損益計算書掲載のホームページアドレス

http://www.across.or.jp/seiko-co

１単元の株式数 １，０００株

株主メモ




